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Ⅰ はじめに 

１．はじめに 

 乳幼児期は子どもたちが健やかに育ち、生涯にわたる人間形成の基礎を培う重要な時期で

す。子どもたちは、生活や遊びの中でさまざまな体験を積み重ね、人として社会で生きてい

くための、最も基本となることを会得していきます。この重要な乳幼児期に、子ども一人ひ

とりがかけがえのない存在として尊重されること、それぞれの子どもがその良さや可能性を

伸び伸びと発揮すること、人の気持ちを理解し、互いを認め合い共に生きることができるよ

うになること、このような子どもの健やかな育ちはすべての大人や社会の願いです。 

これからの幼稚園や保育所等の就学前施設のあり方を考えるにあたり、乳幼児期の子ども

の健やかな育ちに向けて、家庭での子どもの「育ち」と「学び」を補完し、これまで幼稚園

や保育所で培われてきた幼児教育と保育の成果を充実し、次代を担う就学前の子どもに豊か

な育ちと学びを保障していくことが求められています。 

 

２．計画策定の趣旨 

 全国的に少子化が進行している中で、核家族化や女性の社会進出に伴う共働き世帯の増加、

就労形態の多様化により、子どもを取り巻く環境は大きく変化しています。そのため、これ

までの幼稚園と保育所の枠組みだけでなく、保護者の就労形態にかかわらず子どもが幼児教

育・保育の機会を得られる幼保一体化を加えることにより、保護者の選択肢を広げ、増加・

多様化する保育ニーズに対応するとともに、子どもを安心して産み育てる環境づくりが求め

られています。 

 国では、子ども・子育て新制度において「質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提

供」を目的に、保護者の就労状況等に寄らず、柔軟に子どもを受け入れられる「認定こども

園」の普及を推進しています。 

本市においては、平成 24 年度に「草津市幼保一体化検討委員会」を設置し、本市の幼保

一体化に向けての方向性についての議論を重ね、平成 26 年 3月には、「幼児教育と保育の一

体的提供に向けて」の提言が出されました。この「提言」の趣旨を踏まえ、子どもの健やか

な成長と質の高い幼児教育・保育の実現をめざし、「草津市幼保一体化推進計画」を策定しま

す。 

 

３．計画の位置づけ 

本計画は、平成２６年度に策定した「草津市子ども子育て支援事業計画」の『目標１「子

どもがたくましく育つことのできる環境づくり」、施策 3「幼児期の教育・保育の一体的提供」』

を実現するため、草津市が進める幼保一体化の推進に関して、具体的な推進方策を定めるも

のです。 

また、本計画の評価については、「草津市子ども子育て支援事業計画」の評価として実施し

ます。 
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４．計画の期間 

 本計画の期間は、平成２７年度（2015年度）から平成３１年度（2019 年度）までの５

か年です。ただし、本市の幼児教育、保育に関するニーズの変化や各就学前施設の状況等を

踏まえ、中間年度である平成２９年度(2017 年度)を目途に、見直しを行います。 
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Ⅱ 草津市の就学前児童を取り巻く現状 

１．就学前児童数の推移 

  本市の就学前児童数は、住宅開発等の進展等に伴う人口流入を受けて、緩やかな増加傾

向で推移してきましたが、平成２８年度をピークに減少に転じることが予測されます。合

計特殊出生率は減少傾向で推移してきましたが、近年少しずつ上昇傾向に転じています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口および推計値（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※合計特殊出生率…15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計した値で、すべての女性が等しく子どもを生む

と仮定した場合に、１人の女性が一生の間に生む子どもの人数。今の人口規模を維持するのに必要な合計特殊

出生率の水準は、2.07 と言われています。 

 

 

 

 

■合計特殊出生率の比較 

■就学前児童数の推移 

■合計特殊出生率の比較 

資料：人口動態統計、草津市母子保健計画、南部健康福祉事務所（草津保健所）事業年報 
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２．就労状況の変化 

子育て世代の労働力率は年々増加しており、共働き世帯が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■草津市における労働力率の推移（女性、25～39 歳抜粋） 

資料：国勢調査 

■草津市における共働き世帯の状況 

資料：国勢調査 
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３．認可保育所・幼稚園の現状 

就学前施設（認可保育所・幼稚園）全体として、在籍児童数が増加しています。ま

た、４歳児・５歳児の概ね 100％が幼稚園や保育所等の就学前施設に在籍し、３歳

児の約 26％が現在、未就園となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■草津市における就学前児童数と認可保育所・幼稚園の在籍者数 

■草津市における認可保育所・幼稚園の定員数と在籍者数 

資料：就学前児童数は住民基本台帳および外国人登録人口（各年４月１日現在） 

保育所・幼稚園在籍者数／幼児課（各年５月１日現在） 

資料：幼児課（各年５月１日現在） 
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■０歳児の就学前施設在籍状況 

平成 15 年 平成 26 年 

■１歳児の就学前施設在籍状況 

平成 15 年 平成 26 年 

■２歳児の就学前施設在籍状況 

平成 15 年 平成 26 年 

低年齢児（１・２歳児）の 

保育需要の増加 
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■４歳児の就学前施設在籍状況 

平成 15 年 平成 26 年 

■５歳児の就学前施設在籍状況 

平成 15 年 平成 26 年 

■３歳児の就学前施設在籍状況 

平成 15 年 平成 26 年 

約１／４の児童が 

未在籍 

ほぼ 100％ 

の在籍状況 
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【認可保育所の状況】 

 

認可保育所の定員超過の状態が恒常的に続いています。また、低年齢児を中心に待

機児童が発生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■草津市における認可保育所の定員数と在籍者数 

資料：幼児課（各年５月１日現在） 

資料：幼児課（各月初日現在） 

■草津市における待機児童数の推移 
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【幼稚園の状況】 

幼稚園に在籍する児童数が微減傾向の中で、公立・私立幼稚園ともに定員を下回る

状況が続いており、地域的な在籍割合の較差も生じています。また、子育て世代の共

働き世帯数の増加や就労形態の多様化が進む中で、幼稚園における幼児教育や預かり

保育について、就労層からの要請が高まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■草津市における幼稚園の定員数と在籍者数 

■草津市における年齢別幼稚園の在籍割合 

資料：幼児課（各年５月１日現在） 

資料：幼児課（各年５月１日現在） 
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2.8 
12.1 55.2 12.9 5.1

6.0 

3.4
2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=529）

５歳児から ４歳児から ３歳児から ２歳児から

１歳児から ０歳児から その他 不明・無回答

４．幼児教育と保育の一体的提供のための意識調査 

（保護者アンケート）概要 
〇調査期間  ：平成 24年 10 月 11 日～10月 26 日（郵送配布・郵送回収） 

〇調査対象者 ：草津市の０歳から５歳児の子どもをもつ保護者 1,000 名（無作為抽出） 

配布数 回収数 有効回収率 

1,000 529 52.9％ 

※５割を超える回収率となっており、本市が実施する他のアンケートの回収率よりも高く、 

０歳児から５歳児の子どもをもつ保護者にとって重大な関心事であることがうかがえます。 

 

① 幼児期の教育を行うことが望ましい年齢 

・「３歳児から」が幼稚園・保育所（園）ともに最も高く、全体として５割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

② 就学前児童の子育てにおける主な問題点や課題 

【全体】 

１(43.7％) ２(28.0％) ３(27.0％) 

幼稚園や保育所（園）の費用

が高い 

育児全般にお金がかかる 子どもを預けることのできる

時間が短い 

・全般的に「幼稚園や保育所（園）の費用が高い」「育児全般にお金がかかる」といった経済的な

内容が多くなっています。在宅保護者においても同様の傾向であり、幼稚園・保育所（園）入

所に際し、費用面の問題があることがうかがえます。 

・幼稚園では、特に公立幼稚園において、「子どもを預けることのできる時間が短い」が高くな

っており、預かり時間の延長の要望が高いことがうかがえます。 

③ 優先的に実施してほしい就学前児童に対する施策 

【全体】 

１(51.4％) ２(34.4%％) ３(20.8％) 

幼稚園や保育所(園)にかかる

費用の軽減 

保育所(園)の数や定員増 短時間の勤務に対応する保育 

・「幼稚園や保育所（園）の費用にかかる費用の軽減」が高くなっており、次に「保育所（園）

の数や定員増」、「短時間の勤務に対応する保育」と続きます。その他、「子どもが病気のときに

預かる保育」、「週２～３日といった勤務に対応する保育」、「幼稚園における預かり保育」、「幼

稚園と保育所（園）機能をあわせもつ施設の創設」が比較的、高くなっています。 

 また、アンケートにおける自由記載意見では、公立幼稚園における３歳児保育を希望する意見

が多くなっています。 
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23.8 28.9 22.9 20.2 1.9 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=529）

幼稚園と保育所（園）が並存
幼稚園と保育所（園）に加えて、幼保の機能をあわせもつ施設が並存
全ての施設が幼保の機能をあわせもつ
分からない
その他
不明・無回答

55.0 25.7 5.9 5.3 5.3 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=529）

そう思う どちらかといえばそう思う
どちらかといえばそう思わない 思わない
分からない 不明・無回答

④ 待機児童を減らすために必要だと思う主な施策 

【全体】 

１(59.9％) ２(52.0％) ３(30.2％) 

保育所（０～５歳児全体）の

増設 

幼稚園の預かり保育の延長や

条件緩和 

幼保一体施設の創設 

・「保育所（０～５歳児全体）の増設」「幼稚園の預かり保育の延長や条件緩和」が約５～６

割と高くなっており、次いで「幼保一体施設の創設」となっています。 

・幼稚園では「幼稚園の預かり保育の延長や条件緩和」が約５～６割と高く、特に公立幼稚

園では最も高くなっており、「幼稚園の預かり保育」の拡充が待機児童解消に一定の効果

があると考えられていることがうかがえます。 

⑤ 望ましい幼稚園と保育所（園）のあり方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「幼稚園と保育所（園）に加えて、幼保の機能をあわせもつ施設が並存」が３割近くと最

も高くなっていますが、「幼稚園と保育所（園）が並存」「全ての施設が幼保の機能をあわ

せもつ」が２割強と、３つの意見に分散されている状況です。また、分からない意見も約

２割となっています。 

・しかし、「幼稚園と保育所（園）に加えて、幼保の機能をあわせもつ施設が並存」と「全

ての施設が幼保の機能をあわせもつ」を合わせると５割近くとなり、何らかの形で幼保の

機能をあわせもつことの必要性を感じていることがうかがえます。 
 

⑥ 親の就労の有無等の要件に関わらず、希望する教育・保育が受けられる制度 

 

 

 

 

 

 

 

・「そう思う」（55.0％）、「どちらかといえばそう思う」（25.7％）を合わせた『思う』

の割合が８割と大半を占めており、入所要件にかかわらず、希望する教育・保育が受けら

れる体制が望まれています。 

約５割 

約８割 
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５．幼児教育と保育の一体的提供のための現況調査 

施設アンケート（概要） 

 

○調査対象者 ：草津市内の公立・私立幼稚園、公立・私立保育所、認可外保育施設 

○調査期間  ：平成25年６月20日（木）～平成25年７月12日（金） 

 

配布数 回収数 有効回収率 

49 47 96％ 

 

◆施設の運営上の課題 

 「保育士／幼稚園教諭の雇用が困

難」「保育士／幼稚園教諭の育成時

間や研修時間が十分にとれない」な

どが４割であり、人材の確保や資質

の向上が主要な課題となっていま

す。 

 次に、「保育士／幼稚園教諭が保

育・教育の準備の時間が十分に取れ

ない」との課題が３４％となってい

ます。 

また、「施設に余裕がなく、子ど

もの保育・教育空間が不足してい

る」も３割近くとなっている他、「定

員オーバーのため、入所（園）希望

者を受け入れられない」との課題も

２３％となっています。 

 

◆通常の教育や保育に加え、充実していきたい役割や機能 

 

 「小学校と連続・一貫性を持った教育・保

育」、「子育てに関する相談の場」、「子育て講

座などによる情報提供の場」、「子育て支援行

事、園庭開放」、といった幼保小の連携や子

育て支援などの機能が充実していきたい役

割や機能となっています。 

 また、「障害児を含め一人ひとりの発育に

合わせた個別の教育・保育プログラムの充

実」、「地域住民との交流やふれあい」も高い

割合を占めています。 

 

23.4 

31.9 

12.8 

40.4 

40.4 

6.4 

34.0 

0.0 

6.4 

2.1 

10.6 

4.3 

0 10 20 30 40 50

定員オーバーのため、入所（園）

希望者を受け入れられない

施設に余裕がなく、子どもの

保育・教育空間が不足している

定員割れのため、適正な

クラス規模（入所人員）が保てない

保育士/幼稚園教諭の雇用が困難である

保育士/幼稚園教諭の育成時間や

研修時間が十分にとれない

保育士/幼稚園教諭の離職率が高い

保育士/幼稚園教諭が保育・教育の

準備の時間が十分に取れない

保護者の意見を反映した

保育内容の提供があまりできていない

保護者のニーズに応じて延長保育や

預かり保育を実施したいが、できない

運営上、十分な児童数が確保できていな

い

保護者とのコミュニケーション

不明・無回答

全体(N=47) （％）

17.0 

4.3 

25.5 

31.9 

27.7 

25.5 

8.5 

6.4 

23.4 

23.4 

40.4 

4.3 

8.5 

0 10 20 30 40 50

延長保育や預かり保育の充実

一時預かりの実施

子育て講座などによる情報提供の場

子育てに関する相談の場

保護者同士が交流する場や機会の提供

障害児を含め一人ひとりの発育に合わせた

個別の教育・保育プログラムの充実

通常の教育・保育時間内での英語、

スポーツ、音楽、美術などの特色ある取組み

通常の教育・保育時間外での英語、

スポーツ、音楽、美術などの課外教室

在籍児童以外でも参加できる

子育て支援行事（未就園児活動）、園庭開放

地域住民との交流やふれあい

小学校と連続・一貫性をもった教育・保育

特にない

不明・無回答

全体(N=47) （％）
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57.4 19.1 6.4 8.5 8.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

重要だと思う どちらかといえば重要だと思う

あまり重要だと思わない 重要だと思わない

不明・無回答

55.6 

13.9 

22.2 

8.3 

8.3 

0.0 

0 20 40 60

公立幼稚園での３歳児保育

私立幼稚園での預かり保育の拡充

保育所（園）の定員拡大

特段対策を講じる必要はない

その他

不明・無回答

（％）

◆優先的に実施してほしい就学前児童に対する施策 

  優先してほしい施策では、「子育て支援サービスの充実」が３割近くと最も高くなってい

ます。その他、「幼稚園や保育所（園）にかかる費用の軽減」や「公立幼稚園における預か

り保育の拡充」、「認可外保育施設への運営支援」、「短時間勤務に対応する保育」、「保育所

（園）の数や定員増」が約２割と高くなっています。 

 

◆待機児童に対する施策 

 待機児童に対する施策では、「保

育所（低年齢の０～２歳児）の増設」

「小規模な保育の推進」が４割を超

え高く、低年齢児保育への対応や小

規模保育へのニーズがうかがえま

す。 

 

 

 

 

◆就学前施設における３歳児への幼児教育や保育の重要性 

 全体で７６％が、就学前施設における３歳児への幼児教育や保育を『重要』と考えてい

ます。特に「重要だと思う」または「どちらかといえば重要だと思う」割合は、公私立幼

稚園では１００％となっており、公私立認可保育所（園）より、高い割合を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆３歳児の未就園者を解消するために有効な施策 

 全体で５５％が、「公立幼稚園での３歳児保育」を有効と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.8 

19.1 

51.1 

40.4 

17.0 

12.8 

4.3 

6.4 

0 10 20 30 40 50 60

幼保一体施設の創設

保育所（０～５歳児全体）の増設

保育所（低年齢の０～２歳児）の増設

小規模な保育の推進

幼稚園の預かり保育の延長や条件緩和

その他

特にない

不明・無回答

（％）
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44.7 21.3 8.5 10.6 4.3 10.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

幼稚園と保育所（園）、認可外保育施設が並存

幼稚園と保育所（園）、認可外保育施設に加えて、幼保の機能をあわせもつ施設が並存

全ての施設が幼保の機能をあわせもつ

わからない

その他

不明・無回答

42.6 23.4 12.8 12.8 6.4 2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない 思わない

わからない 不明・無回答

◆就労の有無にかかわらず希望する教育・保育が受けられる制度 

 全体の６割近くが就労の有無にかかわらず希望する教育・保育が受けられる制度を望ま

しいと考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆今後の就学前施設のあり方 

  全体で「幼稚園と保育所（園）、認可外保育施設が併存」が４割近く、「幼稚園と保育所

（園）、認可外保育施設に加えて、幼保の機能をあわせもつ施設が併存」が２割近くとなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆認定こども園への移行の検討状況 

 認定こども園への今後の意向の検討では、約３割が「する」「条件が合えば検討する」と

しています。移行検討の認定こども園のタイプは、「幼保連携型」が４割と大部分を占め、

意向が比較的高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

移行しない理由では、「現時点で移行の必要性を感じない」が４割近くとなっており、その

他、「現在のままが妥当」、「職員体制が困難」と続きます。 

 認定こども園への意向を考えた場合に対策が必要なことは、「職員配置体制の充実」が３割

近く、「保育室等の増築・改修」と「保育カリキュラムの再構築」が２割近くとなっており、

職員体制の充実や保育スペースの確保、カリキュラム整備などが求められています。 

4.3 25.5 23.4 10.6 36.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

する 条件が合えば検討する しない わからない 不明・無回答

35.7 7.1 28.6 7.1 21.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

幼保連携型 幼稚園型 保育所型 地方裁量型 わからない
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６．認可保育所と幼稚園の運営・施設の状況 

（１）保育所の運営費 

公立認可保育所の場合、保育料で約２割、残りの大半は市の一般財源（市民の税金）で賄

われています。一般的な運営経費については、障害児保育等を除き、国・県の補助金や負担

金はありません。 

一方、私立認可保育所の運営費の財源は、市からの運営委託費と運営補助金から賄われて

います。運営委託費と運営補助金については、市が一括して支出していますが、国・県の財

源負担があります。 

財源負担の構成としては、保育料で約３割、国の財源で約２割、県の財源で約 1.5 割、市

の一般財源（市民の税金）で約４割となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆私立認可保育所の運営費のフレーム 

〔支出〕 

 

 

〔収入〕 

 

 

 

 

◆公立保育所の運営費のフレーム 

〔支出〕 

 

 

〔収入〕 

 

 

 

＊その他、延長保育や一時預かり、障害児保育等の通常保育以外の費用については、運営補助金が交

付されています。（市が国・県の補助を含め、一括して補助金交付） 

本来の保育料（国の定める保育料基準額） 

実際の保育料（市保育料）    市による保育料軽減額 

国・県・市の負担額 

国負担額 

(1/2) 

県負担額 

(1/4) 

市負担額 

(1/4) 

通常の保育に係る費用（運営費） 

（市が一括して国の定める保育単価に基づき支弁） 

 

市負担額 

(100%) 
本来の保育料（国の定める保育料基準額） 

実際の保育料（市保育料）    市による保育料軽減額 

通常の保育に係る費用（運営費） 

約19
% 約1%

約80%

公立保育所の運営財源

保育料・給食費 県の財源 市の財源

H23年度決算

約30%

約20%

約15
%

約40%

私立保育園の運営経費内訳

（委託費・補助金ベース）

保育料 国の財源 県の財源 市の財源

H23年度決算
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（２）幼稚園の運営費 

 公立幼稚園について、保育料で約２割、残りは市の一般財源（市民の税金）で賄われてい

ます。一般的な運営経費については、国・県の補助金や負担金はありません。 

 私立幼稚園について、国県からの保育料と私学助成で賄われており、市負担額はありませ

ん。保育料については、就園奨励費や保育料補助金を保護者に給付することにより、保護者

の負担軽減を図っています。 

就園奨励費 

保育料補助金 

◆私立幼稚園の運営費のフレーム（参考） 

〔支出〕 

 

 

 〔収入〕 

 

 

◆公立幼稚園の運営費のフレーム 

 〔支出〕 

 

 

 〔収入〕 

 

 

 

 

（３）児童一人あたりの保育費用と財源内訳 

 認可保育所では、平均すると児

童一人あたり 100 万円代の保育

費用（給食費用含む。）がかかり、

その２～３割が保護者負担で賄

われています。公立保育所と私立

保育園を比較すると、公立保育所

の方が１人あたりの保育費用は

高くなっています。 

 

  ＊私立保育園については、市から支出している運営費および運営補助金のベース 

 幼稚園では、公立幼稚園の場合、平均すると一人あたり 40～50 万円の保育費用がかかり、

その約２割が保護者負担で賄われています。私立幼稚園は県所管につき、データはありませ

ん。 

 なお、保育所と幼稚園では、一人あたりの運営費に差がありますが、これは保育所での低

年齢児保育について、配置基準上、手厚い保育士配置が必要なため、人件費が上昇すること

が主な理由です。 

通常の保育に係る費用（運営費） 

 

園で定める保育料 私学助成 

（国・県で負担） 

市で定める 

保育料 

市負担額 

通常の保育に係る費用（運営費） 

 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

公立保育所 私立保育園 公立幼稚園

一人あたりの保育費用と財源内訳（概算）

市の財源

県の財源

国の財源

保育料

単位：円
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（４）施設規模別の児童一人あたりの保育費用 

 公立保育所・幼稚園ともに、比較的規模の小さい施設について、一人あたりの保育費用が

高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊各施設の定員ではなく、平成 23 年度における実際の月平均保育人数により、区分しています。 

 

（５）施設の状況（公立保育所・幼稚園） 

 公立保育所について、６施設のうち、４施設が建築後、３０年を経過しています。

また、公立幼稚園について、１０施設のうち、６施設が建築後、３０年を経過してい

ます。 

現在、草津第二保育所、第三保育所、第四保育所について、耐震工事と併せた改修

工事を順次実施していますが、その他施設についても、施設の老朽化状況や公共施設

におけるファシリティマネジメントの観点を念頭に置きながら、保育環境の更新に向

けた施設改修等の検討が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

各幼稚園の月平均保育人数

規模別一人あたり保育費用/公立幼稚園（千円）

30人～49人

50人～69人

70人～89人

90人～109人

110人～129人

130人以上

平均

対象なし0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

各保育所の月平均保育人数

規模別一人あたり保育費用/公立保育所（千円）

50人～69人

70人～89人

90人～109人

110人～129人

平均
対象なし
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（６）認可保育所・幼稚園の運営・施設状況を踏まえた視点 

 

認可保育所や幼稚園の運営財源については、保育料（保護者負担）に加え、市・県・国か

らの財源負担（税金）により、その大半が賄われています。 

認可保育所の場合、保育料以外の財源負担として、公立保育所は、約８０％が市税で賄わ

れている一方、私立の認可保育所は、国や県の財源負担があるため、市税の負担割合は約４

０％に留まり、大きく市税の負担割合が異なります。幼稚園においても、私立幼稚園には国

県の財源負担があるため、公立幼稚園の方が市税の負担割合が高くなっています。 

また、児童一人あたりの保育費用において、私立より公立、また規模の小さい施設につい

て、一人あたりの保育費用が高くなっています。 

市税については、広く市民の負担の下、福祉、公共的なインフラ整備等、市民生活の様々

な分野で使われており、幼児教育や保育への充当についても、その受益を受ける方以外の市

民の理解を得ることは欠かせず、市税の負担割合や保育費用（コスト）について、十分考慮

していくことは重要です。 

しかしながら、単に効率性だけで判断するのではなく、子供の最善の利益につながるよう、

幼児教育および保育のさらなる充実に向けて、市税の効果的な運用や使い道という視点に踏

み込むことの重要性も求められています。 

幼児教育と保育の財源を有効に活用するために、公私立または施設規模によるコストの違

い、施設の老朽化状況や公共施設におけるファシリティマネジメントの観点を念頭に置きな

がら、幼稚園、保育所、幼保一体化のあり方について、検討を進める必要があります。 
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Ⅲ 国の子ども・子育て施策に関する現状と方向性 
 

 子どもや子育てをめぐるさまざまな状況・課題を解決することを目的に、平成２７年度か

ら「子ども・子育て支援新制度」が施行されます。この制度は、消費税率引き上げによる増

収分から財源を確保し、市町村を主体として、進められていくこととなります。 

 新制度においては、大きく３点のポイントがありますが、そのうちの「１．質の高い幼児

期の学校教育・保育の総合的な提供（幼保一体化）」として、幼稚園と保育所の機能を併せも

つ施設として、認定こども園を推進していく方向性が示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全国的な現状・課題 
○急速な少子化の進行 

○結婚・出産・子育ての希望がかなわない現状 

・独身男女の約９割が結婚意思を持っており、

希望子ども数も２人以上。 

・家族、地域、雇用など子ども・子育てを取

り巻く環境が変化。 

○子ども・子育て支援が質・量ともに不足 

・家族関係社会支出の対ＧＤＰ比の低さ 

 

 

○子育ての孤立感と負担感の増加 

○深刻な待機児童問題 

○放課後児童クラブの不足「小１の壁」 

○Ｍ字カーブ（30 歳代で低い女性の労働力

率） 

○質の高い幼児期の学校教育振興の重要性 

○子育て支援の制度・財源の縦割り 

○地域の実情に応じた提供対策が不十分 

子ども・子育てを取り巻くさまざまな状況・課題 

   

  １．質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供 

  ２．保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善 

      ・待機児童の解消 

      ・地域の保育を支援 

      ・教育・保育の質的改善 

  ３．地域の子ども・子育て支援の充実 

子ども・子育て支援新制度の目的 
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Ⅳ 草津市の就学前教育・保育の課題 
 

草津市の現状やアンケート調査、幼保一体化検討委員会での議論を受け、子どものよりよ

い幼児教育・保育の提供を推進するための幼保一体化実施に向けた課題をまとめています。 

 

課題項目 内     容 

(１)子どもを中心とした質

の高い幼児教育・保育

の提供 

・０歳児から就学前の一貫、連続した教育、保育、子育て支援が重要 

・職員体制や連携方法、処遇面の向上、研修機会の拡充 

・幼保一体化に伴う課題整理の必要性（１日の流れ、短・長時部の連

携、給食への配慮、施設的な工夫等） 

・幼児教育、保育の共通カリキュラムの検討 

(２)就学前施設間の在籍状

況のアンバランス 

・保育所待機児童と幼稚園の定員割れの解消 

(３)３歳児以上の未就園児

に対する幼児教育の提

供 

・３歳児に対する幼児教育や子育て支援の場等の拡充 

・幼保一体化の推進や幼稚園のあり方検討等による３歳児受け入れ枠

の拡大 

(４)就労率の向上と多様な

就労形態に対応した就

学前施設のあり方 

・保育需要に応じた保育施設整備 

・就労ニーズに対応した幼稚園での預かり保育等の拡充 

・就学前施設の適正配置を併せた幼保一体化のアプローチ 

(５)特別支援教育への対応 ・障害児など支援を要する子どもに対する支援の充実 

(６)子育て支援や家庭支援

機能のあり方 

・子育て支援や家庭支援機能等のセンター的機能の必要性 

・未就園児活動等の充実 

(７)保幼小の連携、交流 ・幼保連携に加え、小学校との連携・交流の推進 

(８)幼保一体化ニーズと保

護者の選択 

・保護者の就労の有無に関わらない施設の利用等の観点を踏まえ、保

護者の選択肢の一つとしての幼保一体化施設の展開 

(９)幼保一体化に伴い課題

整理や広報周知の必要

性 

・幼保一体化のメリットや課題点の解消について、保護者へ広報周知、

説明等を行い進めていく必要性 

(10)公私立の役割と民間の

力の活用 

・これまで幼稚園、保育所で培われてきた幼児教育と保育の成果を継

承、充実させ、相互に活用することが必要 

・公としての責任を果たし、公私立の連携強化と民間の力の積極的な

活用を図る視点 
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Ⅴ 幼保一体化の推進方策 

１． 基本的な考え方（目的） 

本市の現状や課題を踏まえ、就学前施設を取り巻く環境の変化、草津市幼保一体化検討委員会

による提言、子ども・子育て支援事業計画の基本理念・目標、国の幼保一体化推進の状況などを

総合的に判断し、多様な保育ニーズや社会の変化に対応できる新しい時代の就学前施設として、

幼稚園・保育所について、保育内容・施設・職員等の面から、幼保一体化（認定こども園化）の

方向で推進します。 

２． 実施方針 

幼保一体化のモデル園を設置し、平成２８年度から段階的に推進します。保護者の選択肢の拡

大の面からも、多様な就労形態への対応をめざし幼児教育と保育の一体的な提供を図ります。な

お、現状において、保育所待機児童の解消、3 歳児教育の実施、施設の老朽化対策等喫緊の課題

があり、幼保一体化を進めながら、個別の課題についての解決を図っていきます。 

① 教育・保育の質を確保します。 

培われてきた幼児教育と保育の成果を伝承し、就労の有無に関わらない受入れを確

保します。 

 

② 待機児童の解消と幼稚園保育園の在籍状況のアンバランスの解消を図ります。 

人口減・地域格差の拡大にも柔軟に対応できるように、地域ニーズに応じた施設整

備を行います。 

 

③ ３歳児への幼児教育の実施（３歳児教育）を推進します。 

「子ども・子育て事業計画」では、平成３１年度までに希望する３歳児保育需要に

対応する確保方策を実施する必要があります。 

 

④ 地域の子育て支援を充実します。 

（1）幼保一体化については、公立において、モデル園を整備し、段階的に認定こども園化（幼稚

園と保育所機能を併せもつこと）を推進します。 

（手法や時期は、各施設の現状や地域性、施設の配置状況等を踏まえるものとします。） 

 

（２）私立幼稚園、私立認可保育所、認可外保育施設については、公立施設におけるモデル園の

展開内容や地域の状況、各法人の意向を踏まえ、認定こども園移行を支援します。 

 

（３）認定こども園実施に際しては、３歳児の幼児教育の実施を行います。 

（Ｈ３１年度までに、子ども・子育て支援事業計画で見込まれる３歳児需要を確保します。） 

 

（４）公立施設において、保育所の認定こども園は「幼保連携型」、幼稚園の認定こども園は「幼

稚園型」を基本とします。 
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３．幼保一体化の推進施策 

 本市の就学前児童を取り巻く課題解決を図り、子どもの健やかな成長と質の高い幼児教

育・保育の実現を目指し、幼保一体化の取り組みを推進します。 

 

（１）子どもを中心とした質の高い幼児教育・保育の提供 

０歳から就学前の乳幼児は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う時期として、また、そ

の生活環境においても、人が大きく成長する上で非常に重要な意味を持っています。この

時期に子どもは、生活や遊びといった直接的かつ具体的な体験を通して、情緒的、知的な

発達、あるいは社会性を養い、人として、社会を構成する一員として、より良く生きるた

めの基礎を獲得していきます。 

子ども一人ひとりの将来的な育ちを踏まえながら、一貫した教育や保育、子育て支援を

連続的に行います。認定こども園での子どもたちの１日の午前・午後の過ごし方（保育・

教育内容）、降園時間の違い、教育の進度の差への対応等に向け、職員間の連携や短時部か

ら長時部へのスムーズな移行のための仕組みづくりや職員の資質の向上、給食への配慮、

施設的な工夫、また、カリキュラムについては幼稚園教諭と保育所保育士が協力し、新し

い幼保一体化カリキュラムを作成するなど、子どもも保護者も安心できる質の高い幼児教

育・保育を提供する体制づくりを進めます。 

◆取組み（例） 

・質の高い幼児教育、保育の提供 

 ・草津市乳幼児教育保育指針に基づく共通カリキュラムの策定、運用・実施 

 ・保育士・幼稚園教諭の連携および資質向上、研修体制の充実、保育実践交流の実施 

・「草津市食育推進計画」に基づく食育の推進 

・モデル園での実施検証 

 

（２）待機児童の解消と幼稚園・保育所の在籍状況のアンバランスの解消 

幼稚園において入園者の減少傾向があり、特に公立幼稚園では定員割れが顕在化してき

ています。また、保育所（園）については、待機児童対策といった解決すべき課題があり、

必要な保育需要に応じた保育定員の増員等、待機児童解消を緊急的、優先的に実施する必

要があります。 

しかしながら、将来の就学前人口減を踏まえると、保育所のみの増設で対応するのでは

なく、幼稚園の適正配置と併せ、就学前施設の幼保一体化を推進し、年齢に応じた適切な

規模での教育、保育ができる環境を整備します。また、０歳、１歳の待機児童が多いこと

から、低年齢児の受入れ体制の拡充を図ります。 

◆取組み（例） 

 ・需要量に対応した施設の再編(認定こども園化、統合等) 

  ・公立幼稚園のあり方検討 

・小規模保育・家庭的保育との連携 

  ・私立施設の認定こども園への移行支援 
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（３）３歳以上の未就園児に対する幼児教育の提供 

  現在、本市において、３歳児の約３割が保育所、幼稚園に在籍していない一方、それら

３歳児に対する幼児教育の提供や子育て支援のニーズは、非常に高まっています。子ども

の育ちの観点から、集団での人間形成やルールの習得上、３歳は重要な時期であり、３歳

児に対する幼児教育や子育て支援の場や機会を幼保一体化施設の展開により、段階的に拡

充し、保護者ニーズへの対応を図ります。 

◆取組み（例） 

  ・３歳児幼児教育の施行、推進 

  ・３歳児の幼保共通カリキュラムの策定、運用、実施 

  ・必要な幼保一体化施設の整備、改修 

 

（４）就労率の向上と多様な就労形態に対応した就学前施設の充実 

女性を中心とする就労率の向上や就労形態の多様化に伴い、就学前施設（幼稚園・保育

所）に求められるニーズも変化してきています。また、公立幼稚園については、保護者の

就労意向の増加に伴う預かり保育の拡充等、段階的にニーズへの対応策を実施し、認定こ

ども園化を推進します。 

◆取組み（例） 

・幼稚園での預かり保育の実施 

・認定こども園化の推進 

 

（５）特別支援教育の充実 

特別支援教育の必要性はますます高まっており、障害児など特別な支援を必要とする児

童に対して、幼保一体化により、現在までの支援の取り組みが後退することなく、就学前

までの継続的な一人ひとりへのよりきめ細やかな支援を行います。 

また、職員および職場全体で対応できる体制の確保や充実した研修を行いながら、ノー

マライゼーションの視点を持って対応できるよう職員の資質向上を図ります。 

※特別支援教育…障害のある児童一人ひとりの教育的ニーズを把握し、そのもてる力を高め、生活

や学習上の困難を改善、克服するため、適切な指導および必要な支援を行うもの。 

◆取組み（例） 

  ・職員の資質向上のための研修充実 

  ・必要な職員の適正配置 

  ・関係機関との連携の強化 

 

（６）子育て支援や家庭支援機能の充実 

幼保一体化施設については、子どもの教育や保育だけでなく、子育て支援や家庭支援機

能、地域的な保護者間のつながりづくり、子育て不安の解消等を支援できる拠点施設とし

て、子育て中の親子の居場所や仲間づくり、子育て相談、情報提供などの様々な子育て支

援を充実します。 

◆取組み（例） 

  ・就学前施設での子育て支援機能等の充実 

・各種相談機能の充実 

  ・延長保育等の実施 
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  ・未就園児活動や園庭開放等の充実 

   

（７）保幼小の連携・交流 

幼稚園や保育所では、遊びを通して「人・もの・こと」に関わり等、また、小学校では、

時間割に基づき、教科書等の教材を用いて学習をしています。子どもの発達や学びは連続し

ているという観点から長期的な視点を持ち、幼児期の「学びの体験」を子どもの「思い」と

ともに、小学校教育につなぐよう、幼保それぞれの連携に加え、小学校との連続性や連携・

交流を図ります。 

◆取組み（例） 

 ・保幼小・地域等の連携強化 

 ・保幼小連絡会の実施（小学校教員、保幼職員による相互参観、交流等） 

 ・小学校児童と保幼園児との交流 

 ・特別支援教育に係る就学支援部会の開催 

 

（８）幼保一体化ニーズと保護者の選択 

就労形態が多様化する中で、保護者の就労の有無にかかわらない施設の利用や少子化の

進行により子どもや兄弟の数が減少する中で、子どもの健やかな成長にとって大切な集団

活動や異年齢交流の機会の確保が求められる中、保護者の選択の一つとしての幼保一体化

(認定こども園)を展開します。 

◆取組み（例） 

・認定こども園化の推進 

・公立幼稚園のあり方検討 

 

（９）幼保一体化に伴う課題整理や広報周知 

関係機関や保護者等に対して幼保一体化についてのメリットや課題点の解消等について、

丁寧な説明と広報周知・啓発を進めます。 

◆取組み（例） 

・モデル園での実施検証 

・広報やホームページ等の充実 

・シンポジウムの開催 

・地域や保護者への説明会の開催 

 

（10）公私立の役割と民間の力の活用 

公立及び私立の幼稚園、保育所で培われてきた幼児教育と保育の成果を草津市における

貴重な財産として継承、充実させます。また、公私立の役割分担を図りながら、連携を深

めるとともに、民間の力を積極的に活用し質の高い幼児教育と保育を安定的に提供します。 

◆取組み（例） 

・公私立の連携の強化 

・民間の積極的な活用 
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Ⅵ 幼保一体化（モデル園）の実施 

１．幼保一体化の実施スキーム 

幼保一体化の実施（モデル園）に際しては、職員および保護者に対して、十分情報提供、

情報交換、早期からの説明会開催等を実施し、幼保一体化に対する情報共有を図ります。 

また、モデル園の検証により、一体化の成果や課題、改善点、ノウハウ等を検証し、実施

方法の検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼保一体化モデル園 

モデル園の環境整備 

 

保護者・関係機関 

への説明 

 

幼保一体化モデル園（認定こども園）の実施 

入所者募集 

モデル園実施検討 

（検討例） 

・職員体制 

・園基本理念・方針 

・時間割・カリキュラム 

・指導体制・指導方法 

・給食 

・園行事 

・職員による幼保一体化実

施検討への参画 

・全ての職員が幼保一体化

について、情報共有でき

る体制づくり 

 

モデル園の検証（成果・課題・ノウハウ抽出） 

検証結果の反映（実施園の検討） 
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２、モデル園の実施方法 

認定こども園への移行タイプ別に次の 4 つのモデル園を実施し、検証と評価を行

います。また、次の実施園に成果、課題、ノウハウを反映します。 

・カリキュラム、運営方法、各タイプ別事項、共通事項での評価を実施します。 

・公立モデル園をリーディングとして検証し、私立認可保育所・民間幼稚園等における

事業者の意向を踏まえた認定こども園移行を支援します。 

 

①保育所の認定こども園      （幼保連携型） 

②幼保統合による認定こども園   （幼保連携型） 

③幼稚園の認定こども園      （幼稚園型）  

 

【認定こども園（モデル園）の実施概要（案）】 
幼保連携型の概要 幼稚園型の概要 

①対象 ０－５歳児を基本 

②時間 

 長時部 １１時間 

    （７：１５－１８：１５） 

 短時部 ８：３０－１４：００ 

 （幼児教育コアタイム/幼稚園教諭配置）） 

③延長保育 有（１８：１５－１９：００） 

 ※短時部児童のスポット利用あり 

④給食 自園調理 

 長期休暇 短時部はあり 

 

①対象 ３－５歳児 

②時間 

 長時部 ８時間程度 

    （８：３０－１６：３０） 

 短時部 ８：３０－１４：００ 

  （幼児教育コアタイム/幼稚園教諭配置） 

③延長保育 有（８：００－８：３０） 

 ※短時部児童のスポット利用あり 

④給食 弁当 

 長期休暇 短時部はあり 

 

 

3、モデル園の選定 

タイプ モデル園 選定理由 

① 保育所の認定こども
園 
（幼保連携型を基本） 

第五保育
所 

・施設が新しく機能的なため、保育・教育の環境が良い 
・老上幼稚園での入所受入れが限界（今後定員超過が予想） 
・施設改修の必要性がなく、実施に際しての支障が少ない。 

② 幼稚園・保育所統合に
よる認定こども園 
（幼保連携型） 

中央幼稚
園 
草津保育
所 

・既に一体化施設となっており、一定の改修で実施可能 
（カリキュラム整合等、課題整理は必要） 
・保育所/待機発生、幼稚園/定員割れ(H26.4入所 48 人

/定員 65 人) 
大路幼稚
園 
第六保育
所 

・近接しており、共に施設老朽により更新時期である。 
保育所/待機発生、幼稚園/定員割れ(H26.4入所 36 人
/定員 65 人) 

③ 幼稚園の認定こども
園 
（幼稚園型を基本） 

笠縫東幼
稚園 

・空き教室が２教室あり、３歳児の保育が可能である 
・施設改修の必要性がなく、実施に際しての支障が少ない 
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４、 幼保一体化実施スケジュール 

《幼保一体化モデル園》       地域・保護者等説明     工事・開園準備等 

区分 
現在の 

園(所)名 

年度別スケジュール 

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 

～ 

幼保連携型 第五保育所 
       

幼保連携型 
草津保育所 

中央幼稚園 

   
 

   

幼稚園型 笠縫東幼稚園 
  

 

 
 

   

幼保連携型 
第六保育所 

大路幼稚園 
 

 
 

 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

《その他の公立施設》 

区分 
現在の 

園(所)名 

年度別スケジュール 

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 

～ 

幼稚園型 公立幼稚園 
       

幼保連携型 公立保育所 
   

 
   

 

《私立幼稚園・私立認可保育所・認可外保育施設》 

区分 
現在の 

園(所)名 

年度別スケジュール 

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32

～ 

幼稚園型 

保育所型 

幼保一体型 

私立幼稚園 

私立認可保育所 

認可外保育施設 

       

 

幼保一体化の推進 

モデル園での検証・課題解決 

を踏まえる 
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Ⅶ 計画の評価 
 

本計画は、「草津市子ども子育て支援事業計画」のうち、幼保一体化の推進について、具体

的な推進方策を定めたもので、進捗管理・評価については「草津市子ども子育て支援事業計

画」において実施します。また、計画期間終了後の施策展開については、「草津市子ども子育

て支援事業計画」中、『目標１「子どもがたくましく育つことのできる環境づくり」、施策３

「幼児教育と保育の一体的提供」』において実施します。 

 

  

 

■計画の進行管理のイメージ「草津市子ども子育て支援事業計画から」 
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